
● ．

A ． 産 業 競 争 力

の 強 化

関係

師 省 等
対応状 況 主 な成 果 課題

これ か らの

取 り組み

ィ．税制 改革

税制改革

財務省・総

・税制改革については、昨年6 ①第156回国会において平
○今後の経済社会の構造変化等に 月に政府税制調査会において 成15年度税制改正法案の
対応した望ましい税制の構築に向 「あるべき税制の構築に向け 年度内成立を図る。法案の
けて、政府税制調査会において、 た基本方針」が取りまとめられ 成立・施行にあたっては、新
今後とも引き続き、所得、消費、 るとともに、税制改革の基本方 しい制度が国民に利用され
資産等の適切な課税ベースの選 針を含む「基本方針20 0 2」が るよう政府広報等の手段に
沢、できるだけ広い課税ベースの 閣議決定された。これらも踏ま より情報提供を行う。
確保等、幅広い観点から検討を行務省・税制 え、平成15年度税制改正で広 ②・③r基本方針2 00 2」や
う。とりわけ貯蓄 ・消費行動、投調査会 範にわたる改正を行うこととし 「あるべき税制の構築に向
資・起業行動、労働供給・就業形
態に対する誘因を十分に考慮し
て、個人、企業の経済行動に対し
て中立的な税制の構築に取り組
む。

ている。 けた基本方針」を踏まえ、更
なる検討を行う。

ハ ．規制 改革

不動産市場改革・都市再生 （2 4 時間 1 ．税関の24時間365日体制 ・税関の執務時間外の通関 ・平日夜間、土曜日、日曜 ①第156回国会会期末
＝　 1 0 月以降に措置 川 を除 フルオープ の実現については、税関の 体制の試行により、臨時開 日、休日における税関の執 税関の執務時間外におけ
く） ン化及び通 執務時間外に輸出入通関等 庁が昨年を大幅に上回る実 務時間外の通関体制の試行 る通関体制については、
川14年3月までに措置 関検査の迅 の業務処理が恒常的に発生 績となった。 は、6税関8 官署で実施し 利用実績、その効果の波
②その他で措置

「大都市圏における国際交流・物

遷化）

財務省

する主要官署においては、 ・コンテナターミナル業者 ているが、今後、本格整備 及状況及び利用者の意見
24時間 ・365日体制を既に採 がゲートオープン時間を延 するにあたり、適正な要員 を踏まえ、本年7 月から
用しているなど、これまで 長するなど、港湾関係者の 配置について検討する必要 本格的に整備する方向で

流機能の強化 （第2次決定）」プ 厚生労働省 も税関は執務時間外の通関 積極的な動きが見られた。 がある。 今後検討する。なお、本
ロジェクトの中で、大都市圏の国農林水産省 需要に積極的に対応してき ・利用者から執務時間外に ・主要港湾における24時間 年4 月から本格実施まで
際港湾の2 4 時間フルオープン 国土交通省 た。 おける通関体制を継続して フルオープン化の実行性を の問は、それまでの試行
化・・・を推進する。 2 ． 更に、民間の要望等を 欲しいとの要望が強い。 確保するためには、関係省 状況等を踏まえ、必要な

踏まえ、昨年10月15日から 庁を含む港湾関係者との－ 見直しを行い、試行期間
本年3 月31日までの間、コンテ 層の協力が必要である。 を延長する方向で検討す
ナ貨物取扱実績の多い6税関 ・平日夜間、土曜日、休日 る。
8 官署において、税関の執 の通関実績は昨年を大幅に ②平成15年末
務時間外における一定の時
間帯に職員を配置する、通
関体制の試行を実施してい
るところである。

上回るが、日曜日の実績は
依然低い水準である。

同上
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ホ．そ の他め 制度 改 革

不動産市場改革・都市再生 （ワンス 輸出入・港湾関連手続のシ

船会社、船舶代理店等、民

シングルウィンドウ化の円 ①第156回国会会期末
＝　 1 0 月以降に措置 （IIを除 トップサー ングルウィンドウ化につい 滑な導入に向け、関連シス 関連システム間の接続試
く） ビス化）

法務省
財務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

ては、平成15年7 月中の運 テム間の接続試験を入念に 験を実施予定。

②平成15年末
平成15年 7 月中 （目途）
の運用開始後、その成果
等の検証を行う予定。

川14年3月までに措置
②その他で措置

「大都市圏における国際交流・物
流機能の強化 （第2 次決定）」プ
ロジェクトの中で　 ・・・輸出

用開始を目途に関係府省と
連携、協力しつつ、鋭意シ
ステム開発作業中。

平成14年10月から11月にか

行う必要がある。

システムについて、よリー
ヽ入・港湾行政手続のワンストップ J国土交通省

けて、全国6 箇所で、船会 間事業者に対しシステムの 層の理解を得、多くの方に ③それ以降
サービス化・通関検査の迅速化を 社、船舶代理店等利用者へ 概要についての理解を深め 利用してもらうために、具 上記検証等を踏まえつ
推進する。 の関係府省合同による説明 運用開始時における利用拡 体的な利用方法等の説明会 つ、見直しが必要なもの

会を実施した。

平成14年11月に通関情報処
理システム （N A C C S ）
と外国為替及び外国貿易澤
に基づく輸出入許可・承認
手続システム （J E T R A
S ）との連携を開始した。

大の素地を形成した。

輸出入貿易管理に係る一連
の手続のペーパーレス化を
進展した。

を実施する必要がある。 については、．適宜、措置
していく予定。

I T 法務省 輸出入 ・港湾関連手続のシ

船会社、船舶代理店等、民

シングルウィンドウ化の円 ①第156回国会会期末
ll1 1 0 月以降に措置　川 を除 財務省 ングルウィンドウ化につい 滑な導入に向け、関連シス 関連システム間の接続討
く） 厚生労働省 ては、平成15年7 月中の運 テム間の接続試験を入念に 験を実施予定。

②平成15年末
平成15年 7 月中 （目途）
の運用開始後、その成果
等の検証を行う予定。

日日4年3月までに措置
②その他で措置

港湾におけるワンストップサービ
ス （N A C C S 等のシステムの連
携によるシングルウィンドウ化）

農林水産省
経済産業省
国土交通省

用開始を目途に関係府省と
連携、協力しつつ、鋭意シ
ステム開発作業中。

平成14年10月から11月にか

行う必要がある。

システムについて、よリー
7ヽ
のため、システム開発、関連シス

けて、．全国6 箇所で、船会 間事業者に対しシステムの 層の理解を得、多くの方に ③それ以降
テムの整備等 （2003年度実現を目 社、船舶代理店等利用者へ 概要についての理解を深め 利用してもらうために、具 上記検証等を踏まえつ
標）の推進を図る。 の関係府省合同による説明 運用開始時における利用拡 体的な利用方法等の説明会 つ、見直しが必要なもの

については、適宜、措置
していく予定。

会を実施した。

平成14年11月に通関情報処
理システム （N A C C S－）
と外国為替及び外国貿易法
に基づく輸出入許可・承認
手続システム （J E T R A
S ）との連携を開始した。

大の素地を形成した。

輸出入貿易管理に係る一連
の手続のペーパーレス化を
進展した。

を実施する必要がある。
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●　　　　　　　　　　　　 ●

A ．産業競争力

の強化

関係

府省等
対応状況 主な成果 課題 これか らの取 り組み

ィ．税制改革

（2）技術力戦略

財務省・総

・平成15年度税制改正において、研究開発減税第156回国会に、平成1 ①第156回国会において平成1
（戦略分野への選択と集 として、試験研究費の総軽に係る特別税額控除 5年度税制改正法案を提 5年度税制改正法案の年度内
中） 制度の創設、産学官連携の共同研究・委託研究 出。 成立を国る。法案の成立t施行
試験研究税制、IT・環境 務省・内閣 に係る特別税額控除制度の創設、中小企業技 こあたっては、新しい制度が園
投資促進税制措置の見直府・経済産 術基盤強化税制の拡充を行うとともに、設備投 民に利用されるよう政府広報等
Lを検討する。 某省・環境 資減税として、ソフトウエアを含む汀投資促進税 の手段によりPR・情報提供を行

（産業力強化めための汀
化促進）
汀投資促進税制措置の見
直しを検討する。

省・厚生労
働省・文部
科学省・国
土交通省

制・開発研究用設備の特別償却制度の創設等を
実施することとしている。

つ。

（3）経営力戦略
（起業の促進・廃業におけ
る障害の除去）
民間投資家に係る創業支
援制度の整備を行う。

（企業・産業の再編、経営
のあり方）
連結税制を整備する。

（直接金融市場の整備）
金融資産課税の見直しを
検討する。

財務省・総
務省・経済
産業省・金
融庁・内閣
府

・平成15年度税制改正において、エンジェル税
制について、現行の優遇措置を拡充するととも
に、新たに、ベンチャー企業（特定中小会社）へ
の投資額について、同一年分の株式譲渡益から
控除する等の措置を講ずることとしている。

・連結納税制度については、平成14年度税制改
正において実施済み。

・平成15年度税制改正において、上場株式等の
配当及び公募株式投資信託の収益分配金並び
に上場株式等の譲渡益について、20％源泉徴
収で納税が完了する仕組み（申告不要）を導入
するとともに、今後、5年間10％の優遇税率を適
用する。また、公募株式投資信託の償還（解約）
損と株式等譲渡益との通算を可能とすることとし
ている。

同上 同上

（4）産業発掘戦略
（環境産業の活性化）
環境投資促進税制措置の
見直しを検討する。

財務省・総
務省・経済
産業省・環
境省・国土
交通省

・平成15年度税制改正においては、再商品化設
備等の特別償却制度の見直し、低公害車等に係
る自動車税のグリーン化及び自動車取得税の軽
減等の見直し・延長を行うこととしている。

同上 同上
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●　　　　　　　　　　　●
ハ．規制改革

（3）経営ガ・ 財務省 1．税関の24時間365日体制の実現について ・税関の執務時間外の通 1平日夜間、土曜日、日 （D第156回国会会期末
関係府省は、主要港湾に国土交通省 は、現関の執務時間外に輸出入通関等の業務 開体制の試行により、臨曜日、休日における税関 税関の執務時間外における通
おける24時間フルオープ農林水産省 処理が恒常的に発生する主要曽署において 時開庁が昨年を大幅に上の執務時間外の通関体制 関体制については、利用実績
ン化の早期実現に向け行厚生労働省 は、24時間・365日体制‾を既に採用している 回る実績となった。 の試行は、6税関8官署 （※）、その効果の波及状況
政を含めた関係者の取組 など、これまでも税関は執務時間外の通関需 ・コンテナターミナル業で実施しているが、今 及び利用者の意見を踏まえ、
を平成14年度により、－ 要に積極的に対応してきた。 者がゲートオープン時間後、本格整備するにあた 本年7月から本格的に整備す
層促進するとともに、港 2． 更に、民間の要望等を踏まえ、昨年10 を延長するなど、港湾開リ、適正な要員配置につ る方向で今後検討する。な
湾物流の迅速化等につい 月15日から本年3月31日までの間、コンテナ貨物 係者の積極的な動きが見いて検討する必要があ お、本年4 月から本格実施ま
ても引き続き推進する。 取扱実績の多い6税関8官署において、税関 られた。 る。 での間は、それまでの試行状

の執務時間外における一定の時間帯に職員を ・利用者から執務時間外 ・主要港湾における24時 況等を踏まえ、必要な見直し
配置する、通関体制の試行を実施していると における通関体制を継続間フルオープン化の実行 を行い、試行期間を延長する
ころである。 して欲しいとの要望が強

い。
性を確保するためには、
関係省庁を含む港湾関係
者との一層の協力が必要
である。

方向で検討する。
※平日夜間、土曜日、休日の
通関実績は昨年を大幅に上回
るが、日曜日の実績は依然低
い水準
②平成15年末
同上

二．金融システム改革

（3）経営力戦略 財務省、経 中堅企業等の徹底した経営改革を推進するた 経営改革に遅れの見られ15年3月期決算を受けた ①14年度内に実績が出る方向
関係府省は、中堅企業等済産業省 め、日本政策投資銀行において、事業者の抜 る中堅企業等において抜経営改革計画等への対応 で調整中
の徹底した経営改革を推 本的な経営改革に不可欠な長期運転資金等を 本的経営改革計画が策定 （診15年3月期決算を受けた経営
進するため、事業再生を 供給する融資制度 （事業構造改革促進融資） （融資相談中の企業にお 改革計画の策定等に伴い実績
進める融資制度を整備す
る。

を創設 （平成14年7月16日） いて実施） 増加の見通し
③16年3月期決算を受けた経営
改革計画の策定等に適切に対
応

（3）経営力戦略 内閣官房、 ・平成14年12月13日に経済財政諮問会議にお ・整理合理化計画の着実 経済財政諮同会議の結論を踏
公的金融を見直す。 財務省、経 いて、 「政策金融改革について」がとりまと な実行等 まえ、経済情勢を見極めつ－

済産業省、
国土交通
省、農林水
産省、内閣
府、総務省

められ、同月17日に r道路関係四公団、国際
拠点空港及び政策金融機関の改革について」
を閣議決定。’

つ、さらに検討を進める。
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ホ ．その他 の制 度改 革

（3）経営力戦略 財務省、経 中堅企業等の徹底した経営改革を推進するた 経営改革に遅れの見られ 15年3月期決算を受けた・①14年度内に実績が出る方向
関係府省は、中堅企業等済産業省 め、日本政策投資銀行において、事業者の抜 る中堅企業等において抜経営改革計画等への対応 で調整中
の徹底した経営改革を推 本的な経営改革に不可欠な長期運転資金等を 本的経営改革計画が策定 ②15年3月期決算を受けた経営
進するため、事業再生を 供給する融資制度 （事業構造改革促進融資） （融資相談中の企業にお 改革計画の策定等に伴い実績
進める融資制度を整備す
る。

を創設 （平成14年7月16日） いて実施） 増加の見通し
③16年3月期決算を受けた経営
改革計画の策定等に適切に対
応

（2 ）技術力戦略 経済産業省 ・特許権等の知的財産権を侵害する物品につ ・平成13年の税関におけ 関税定率法改正後の平成 （訂第156回国会会期末
我が国の国際競争力を強法務省 いては、権利者等から提供される情報に基づ る知的財産権侵害物品の 15年4月からの取締実態 輸入禁制品に育成者権を侵害
化し、経済活性化してい財務省 き、税関において水際取締りを実施してい 輸入差止件数は、2．812 を踏まえ必要があれば改 する物品を追加するととも
くために、知的財産戦略文部科学省 る。

I

・輸入差止申立手続き等における提出書類の
部数削減等、権利者等が当該制度を利用しや
すくするために、平成14年11月、運用の改善
を行った。

・輸入禁制品に育成者権 （植物の新品種への
改良を行った者について、品種登録により生
じる権利）を侵害する物品を追加するととも
に、特許権を侵害する物品等について、商標
権・著作権等惇害物品と同様に輸入差止申立
制度を導入するよう、関税定率法改正案を国
会に提出した．。

件に上っている。． 善策を検討する。 に、特許権を侵害する物品等
会議がとりまとめる知的総務省 （参考） 取締りの強化を図るた について、輸入差止申立制度
財産戦略大綱に基づきi 農林水産省 EU全体の税関の差止実績め、権利者等との連携を を導入する関税定率法改正案
平成17年度までに、関係外務省 （平成13年） 強化するとともに、適正 の可決成立後、本年4月1日か
府省は、迅速かつ的確な警察庁 5，056件 な要員配置について検討 らの施行を予定している。
特許審査や司法制度のあ
り方、知的財産の創造・
流通・活用の促進、知的
財産侵害晶に対する国境
措置の強化等の課題につ
いて、集中的・計画的に
取り組む。

米国税関の差止実績
（H12．10～H13．別
3，568件

・輸入差止申立て等に係
る提出書類の削減等につ
いては、当該申立て等を
行う権利者から、事務負
担が軽減されたと評価さ
れている。
（参考）
新規申立等件数
14年11月～15年1月
（ 7　件 ）

13年11月～14年1月
（ 2　件 ）

する必要がある。 ②及び③
取締実態を踏まえ、問題点を
把握し、必要があれば改善策
の検討を行う。
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●　　　　　　　　　　　●
（5 ）地域力戦略 法務省 輸出入 ・港湾関連手続のシングルウィンドウ

船会社、船舶代理店等、

シングルウィンドウ化の （9第156回国会会期末
・・・関係府省は連携．し財務省 化にういては、平成15年7 月中の運用開始を 円滑な導入に向け、関連 関連システム間の接続試験を
て、平成 1 5 年度のでき厚生労働省 目途に関係府省と連携、協力しつつ、鋭意シ システム間の接続試験を 実施予定。

②平成15年末

平成15年 7 月中 （目途）の運
用開始後、その成果等の検証＿

る限り早期に輸出入 ・港
湾関連手続きのワンス
トップサービス （シング
ルウィンドウ化）を実現

農林水産省
経済産業省
国土交通省、

ステム開発作業中。

平成14年10月から11月にかけて、・全国6 箇所

入念に行う必要がある。

システムについて、より
する。 で、船会社、船舶代理店等利用者への関係府 民間事業者に対しシステ一層の理解を得、多くの を行う予定。

③それ以降

上記検証等を踏まえつつ、見
直しが必要なものについて
は、適宜、措置していく予
定。

省合同による説明会を実施した。

平成14年11月に通関情報処理システム （N A
C C S ）と外国為替及び外国貿易法に基づく
輸出入許可・承認手続システム （J E T R A
S ）との連携を開始した。

ムの概要についての理解
を深め運用開始時におけ
る利用拡大の素地を形成
した。

輸出入貿易管理に係る一
連の手続のペーパーレス
化を進展した。

方に利用してもらうため

に、具体的な利用方法等
の説明会を実施する必要
がある。

（6 ）グローバル戦略 総務省、公 ・当省を含めた、我が国政府は、W T O 東京 ・W T O 東京非公式閣僚 ・決められた期限の遵 ①第156回国会会期末
関係府省は、引き続き、正取引委員 非公式閣僚会合を平成15年2月14日～16且に 会合では、貿易ルールの守。

・交渉の進展に資するよ

・3月の農業 ・サービス、5月
電子商取引、知的財産保 会、外務 開催し、閣僚レベルでの議論を行った。

・W T O 、J I C A 等での技術支援セミナー

明確化 ・改善、貿易自由 の非農産品市場アクセスの期
護や標準化、競争政策や省、財務 化について議論を行い、 隈を遵守し、新ラウンド全体
投資にかかるルール作り省、文部科 期限に向けた閣僚レベル う、様々な貢献を行う。

・消極的な途上国の交渉
への参画を促す。

・途上国の貿易円滑化に

を促進させる。
等、国際的ルール作りへ学省、経済 の開催に向けた準備を他国と共に行った。

・貿易円滑化に関する各種会合等が開催され

の関与等、高いレベルで ・各分野において更なる提案
積極的な貢献を行う。 産業省 交渉を加速化させること

に合意。

・各種会合を通じて、貿

等を行う等、交渉の進展に貢
献する。

・貿易円滑化においては、関
心国と協調しながら、ルール

の明確化 ・改善に貢献してい
く。

・技術支援等を通じて、引き
続き途上国を支援していく。
（診平成15年末

・9月にカンクン （メキシコ）
で行われるW T O 第五回閣僚
会議にて、貿易円滑化等につ

いて、交渉立ち上げに合意す
るように、また、新ラウンド
全体の促進に貢献する。
③それ以降

・2005年1月の合意期限を遵守
する。

積極的に文書貢献を行った。また、我が国の 易円滑化について、各国ついての、理解の促進。
取組みについて経済界との率直な意見交換も
行なった。

・W T O のアンチ ・ダンピング （A D ）交渉
において、規律の強化 ・改善に関する様々な
問題提起を行った。

は更に理解が深まった。
また、経済界との率直な
意見交換により相互に更
に認識が高まった。

・A D について、議論の
促進に貢献した。
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● ●
（6 ）グローバル戦略 財務省 二国間における経済連携の取組みとしては、 ・メキシコとは昨年の11 交渉、研究会、作業部会 ①第156回国会会期末
関係省庁は、，F T A など メキシコ、韓国、タイ、フィリピン、オース 月から正式な協定締結交 のいずれにおいても、モ オース トラリアとは、次官級会
経済連携を推進・ヰ化す トラリアとの間で F T A など経済連携強化に 渉を開始し、以後2 回の ノの貿易、投資、人の移 合を開催予定
ることとし、これに必要 向けて努力している。 本交渉を開催した。 勤などの分野において、 ②平成15年末
な課題の克服に取り組 ・韓国とは昨年の 7 月以 両国間の主張に隔たりが メキシコとは、交渉開始後 1
む。 降、産官学の共同研究会

を4 回開催した。

・タイとは、経済連携に
関する政府間作業部会を

4．回開催した。

・フィリピンとは、経済
連携に関する政府間作業

部会を3 回開催した。

・オース トラリアとは、
日豪経済協議課長級会合
を3 回開催した。

あり、これをいかに解決
していくかが課題であ
る。

年程度を目標にできる限り早
期に交渉を実質的に終了する
よう最大限の努力を払う。
③それ以降
韓国とは、できるだけ早いう
ちに報告書を作成する。

ASE州との取り組みとしては、昨年11月に日 2002年1月に小泉総理が 日ASEA N間で質の高い経 ①引き続き、日ASEAN全体の委
ASEAN包括的経済連携構想に関する首脳達の 提案した 「日ASE州包括 済連携を創設するため 員会で枠組みの検討・起草を行
共同宣言が発出され、日ASE州全体での連携 的経済連携構想」を具体 に、貿易 ・投資の自由化 う。
に向けた措置の実施を18年以内のできるだけ 化すべく、日ASEAN専門 のみならず、税関手続等 ②本年の日ASEA N首脳会議に、
早期に完了すること、日本とASEAN全体との 家グループ （同年1月か を含む広範囲にわたる経 委員会の報告書を提出する。
経済連携を実現するための枠組みを検討・起 ら9月にかけ計5回開催） 済連携を模索する必要が ③10年以内のできるだけ早期
革する委員会を設置すること等が合意され 等の場で検討を行い、同 ある。また、連携実現に に連携実現に向けた措置の実
た。首脳によるこれらの合意に基づき、 年11月の日ASE州首脳会 向けた措置の実施が、10 施を完了する。

ASE州との間で委員会を実際に立上げ、枠組 譲において共同宣言に合 年以内のできるだけ早期
みの検討・起草牽行っているところ。 憲した。ここで設置が決

定された委員会の第1回
会合を3月に開催。

に完了されるように取り
組んでいく必要がある。

（6 ）グローバル戦略
関係府省は、各種障壁を
撤廃し、制度の共通化・
統一化を進めた 「東アジ
ア自由ビジネス圏」の創
設に向け、平成14年度か
ら環境整備を行う。

財務省 （日 ・ASEAN包括的経済連携の取組について

は、上記 rFTAなど経済連携を推進・強化する
こととし、これに必要な課題の克服に取り組
む」参照）

1
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A．産業競争力
の強化

対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

口．，歳出改革
・歳出削減を行いつつ、改
革の成果を他の政策分野に
柔軟に再配分

平成15年度予算において、
削減すべきものは削減した
上で、真に重要な施策に
は、編成過程を通じて大胆
に重点配分。

・予算執行調査の結果等を
活用した、徹底した単価の
見直し
・公共事業関係の国庫補助
負担金の削減
・雇用保険制度の抜本的見
直しによる制度の安定的運
営の確保
②重点配分
・科学技術振興費につい
て、総合科学技術会議によ
る優先順位付け（SABC）を踏
まえた大胆な再配分
・公共投資について、大都
市圏拠点空港や三大都市圏
環状道路等への重点配分

平成十六年度の財政運営目
標については、「改革と展
望」において示された中長
期的な財政運営のあり方等
を踏まえながら、今後検
討。
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A ． 産 窯 競 争 力

の 強 化

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 こ れ か ら の 取 り 組 み

ィ ． 税 制 改 革

（1）持続的な経済成長を実現す

財務省 ・総務省

・平成15年度税制改正において、 ・法人税の負担水準の見直しにつ q）第15 6回国会において平成15
るために ①研究開発・設備投資減税の集 いては、今後他の先進国との税率 年度税制改正法案の年度内成立
「広く薄く簡素に」の観点から、所 中・重点化、 のバランスを踏まえ、所得税、消 を図る。法案の成立・施行にあ
得税・住民税・法人に対する課 ②金融・証券税制の軽減・簡素 費税を含む税体系全体のあり方 たっては、新しい制度が国民に利
税の負担構造を検討する。法人 化、 の見直しの中で検討していく。 用されるよう政府広報等の手段に
こ対する課税については、その ③土地流通課税の大幅な軽減、 より情報提供を行う。
実効税率の引下げと課税ベース
の拡大を検討する。その一環と
して、法人事業税の外形標準課
税について、「改革と展望」に示
した考え方に沿って検討する。
研究開発投資やIT投資等を税
制でも促進できるよう検討する。
金融資産課税の見直しと有効利
用を促す土地税制を検討する。

を実施することとしている。

・平成15年度税制改正において、
資本金1億円超の法人を対象とし
て、外形基準の割合を4分の1と
する外形標準謀税制度の導入を
創設することとしている。

②・③r基本方針200 2」や「ある
べき税制の構築に向けた基本方
針」を踏まえ、更なる検討を行う。
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A ．産 業 競 争 力

の 強 化

関係

府 省 等
対応 状況 主な成 果 課題 これ か らの取 り組 み

ィ ．税 制改 革

持続的な経済社会の活性化

財務省・総務
省

・平成15年度税制改正におい 第156回国会に、平成15年 ①第156 回国会において平成
のための税制改革の推進 て、研究開発減税として、試験 度税制改正法案を提出。 15年度税制改正法案の年度
（法人課税） 研究費の総額に係る特別税額 内成立を図る。法案の成立・
経済のエンジンは企業の積 控除制度の創設、産学官連携 施行にあたっては、新しい制
極的活動である。法人関係 の共同研究・委託研究に係る 度が国民に利用されるよう政
では研究開発や汀投資に対 特別税額控除制度の創設を 府広報等の手段によりP R・情
する減税等を実施する。法
人税率の取扱いについて
は、マクロ経済の状況、国際
的視野、税体系の在り方も
勘案しつつ、引き続き検討す
る。

行うとともに、設備投資減税と
して、ソフトウェアを含む汀投
資促進税制・開発研究用設備
の特別償却制度の創設等を
実施することとしている。

報提供を行う。

（金融・証券税制）
株式に係る課税の簡素化や
貯蓄から投資への改革のた
めの金融・証券税制の大胆
な見直しを行う。

財務省・総務
省

・平成15年度税制改正におい
て」上場株式等の配当及び公
募株式投資信託の収益分配
金並びに上場株式等の譲渡
益について、2 0％源泉徴収で
納税が完了する仕組み（申告
不要）を導入するとともに、今
後、5年間10％の優遇税率を
適用する。また、公募株式投
資信託の償還（解約）損と株式
等譲渡益との通算を可能とす
ることとしている。

同上 同上

（中小企業税制）
活力ある中小企業の経営基
盤を強化するため、中小企
業税制の見直しを行う。 財務省・総務

省

・平成15年度税制改正におい
て、研究開発税制の拡充を行
うほか、同族会社の留保金課
税制度や交際費等の損金不
算入制度の見直し等を行うこ
ととしてる。

同上 同上
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二 ．金融 システ ム改革

日本政策投資銀行による事 ・財務省 ・企業再生ファンドへの出資制 ・企業再生ファンドの組成の促 企業再生ファンドへの出資制
業再生・産業再編に係る支 金融庁 度について、運用の弾力化 進

・事業再生の円滑な進捗

度、D lPファイナンス、産業活
援機能の充実

・企業再生ファンドへの出
資制度の拡充、再建企業の
資産を買収・承継する第三
者企業に対する融資制度の
充実等を行う。

経済産業省

・財務省
経済産業省

（平成14年11月22日）

・再建企寒の資産を頁収・承
継する第三者企業に対する融
資制度について、融資対象に
営業権等の非設備資金を加え
る等の制度拡充（平成14年11
月22日）

力再生支援融資により、事業
再生・産業再編を支援。

・金融市場の活性化を図

財務省
経済産業省

日本政策投資銀行に、金融・ 民間金融機関の取り組むロー リスクアセット圧縮により与信
リ、適切な資金の供給がな 資本市場活性化のため、ロー ン担保証券（C LO ）に対する の改善を図る民間金融機関の
されるよう、ローン担保証
券 （C L O ）．を含むクレ
ジット・デリバティブの活
用など、金融上の仕組みの
整備に対する支援を行う。

ン担保証券（C LO ）等の組成
を支援する制度を創設（平成
14年11月22日）

支援を実施 取組に適切に対応

・厚みのある市場を整備す

財務省
経済産業省

日本政策投資銀行に、金融・ 民間金融機関の取り組むロー 厚みのある市場の整備等につ
るとともに、金融市場の活 資本市場活性化のため、ロー ン担保証券（C LO ）に対する ながる民間金融機関の取組に
性化を図るため、日本政策
投資銀行は、民間金融機関
と連携して証券化の手法を
活用する。

ン担保証券（C LO ）等の組成
を支援する制度を創設（平成
14年11月22日）

支援を実施 適切に対応

ホ ． そ の 他 の制度 改革

日本政策投資銀行による事 ・財務省 ・企業再生ファンドへの出資制 ・企業再生ファンドの組成の促 企業再生ファンドへの出資制
業再生・産業再編に係る支 金融庁 度について、運用の弾力化 進

・事業再生の円滑な進捗

度、D IPファイナンス、産業活
接機能の充実

・企業再生ファンドへ由出
資制度の拡充、再建企業の
資産を買収・承継する第三
者企業に対する融資制度の
充実等を行う。

経済産業省

・財務省
経済産業省

（平成14年1．1月22日）

・再建企業の資産を買収・承
継する第三者企業に対する融
資制度について、融資対象に
営業権等の非設備資金を加え
る等の制度拡充（平成14年11
月22日）

力再生支援融資により、事業
再生・産業再編を支援。
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